
 

平 成 ２ ７ 年 ６ 月 １ 日 

株式会社日本政策金融公庫 
 
 

民間金融機関との協調融資 年間１万件を突破 

～民間金融機関と連携し、中小・小規模事業者、農林漁業者を支援～ 

 

 

１.協調融資スキームの構築実績 

 
日本政策金融公庫（略称：日本公庫）は、民間金融機関の補完を旨としつつ、これまで

多くの民間金融機関との業務連携を進めており、平成 27年 3月末時点で、458機関と業務

連携・協力にかかる覚書を締結しています。 

 

平成 26 年度からは、成長戦略分野等の中でも、創業や事業再生、農林漁業など民間金融

機関から連携をより求められる分野において、連携の実効性を高めるため民間金融機関と連

携・協調して融資するスキーム作りに重点的に取り組んでいます。 

 

 こうした取り組みの結果、協調融資スキーム（※）を構築した民間金融機関数は、平成 26

年度に 181機関増加し、3月末時点で、324機関にのぼります。 

 

 

※協調融資スキームの内容 

    

協調融資として取り扱う案件の具体的な紹介ルールの取り決めがなされているもので、

中にはそれぞれの機関の融資制度を組み合わせて新商品の創設まで至っているものもあ

ります。 

新商品の例として、公庫と民間金融機関の女性活躍推進に携わる女性職員同士が、現場

の声をもとに、女性経営者向けに創設した「Ｌａｄｙ Ｇｏ！」（連携先：東京都民銀行）

などがあります。 
 
 
 
 
表 1-1 機関別「協調融資スキーム」の構築機関数（平成 27年 3月末時点）  

（注）信用組合の全金融機関数は、業域信用組合及び職域信用組合を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 都市銀行  地方銀行  第二地方銀行 信用金庫  信用組合  その他  合計  

機関数 1 46 34 199 41 3 324 

（参考）  

 全金融機関数 4 64 41 267 110 ― ― 

業態別構築割合 25.0 71.9 82.9 74.5 37.3 ― ― 

ニュースリリース 

（単位：機関・％） 



表 1-2 分野別・機関別「協調融資スキーム」の構築機関数（平成 27 年 3 月末時点）  

連携分野 都市銀行  地方銀行  第二地方銀行  信用金庫  信用組合  その他  
合計 

(注１)  

小規模事業者（創業等）  0 35 27 185 40 2 289 

中小企業（再生等）  0 30 26 101 27 1 185 

農林漁業  1 42 27 112 26 1 209 

スタンドバイ・クレジット制度（注２）

による海外展開 
0 14 15 24 0 0 53 

 
総合（注３）  0 36 27 123 28 1 215 

（注１）複数の連携分野で協調融資スキームを構築している機関が 215 機関あるため、連携分野ごとの機関

数合計と表 1-1 で示した協調融資スキームの構築機関数合計とは一致しない。 

（注２）中小企業・小規模事業者の海外現地法人等が、日本公庫と提携する海外金融機関から現地流通通貨

建て長期資金の借入を行う際、その債務を保証するために日本公庫が信用状を発行する制度。平成

25年 10月から、民間金融機関が日本公庫の海外ネットワークを制度インフラとして活用できるよう

制度を拡充。 

（注３）小規模事業者（創業等）及び中小企業（再生等）を支援するなど、複数の分野で構築したスキーム。 

 

 

２.協調融資の実績 
 

日本公庫の平成 26年度の民間金融機関との協調融資（注）実績は、10,714件、5,354億

円となりました。年度の実績としての取りまとめは、日本公庫として初めてとなります。 

 

表 2 分野別・機関別 協調融資実績（平成 26年 4月～27年 3月） 

連携分野    都市銀行  地方銀行  第二地方銀行 信用金庫  信用組合  その他  合計  

小規模事業者

（創業等）  

件数  327 1,723 1,082 3,427 432 38 7,029 

金額  52 235 133 411 49 4 886 

中小企業  

（再生等）  

件数  489 1,359 327 450 55 36 2,716 

金額  616 1,470 335 388 49 45 2,905 

農林漁業  
件数  67 297 77 94 15 408 958 

金額  318 571 93 106 6 462 1,558 

スタンドバイ・  

クレジット制度

による海外展開  

件数  2 6 2 1 0 0 11 

金額  1 0 1 0 0 0 
3 

合計  
件数  885 3,385 1,488 3,972 502 482 10,714 

金額  988 2,278 563 906 105 512 5,354 

（注）同一目的の資金計画に対し、日本公庫と民間金融機関が協議を経たうえで、両者が融資（保証）を実

行または決定したもの（公庫で集計したもの。両者の融資実行・決定時期が異なる場合も含む）。 

 

 

 

 

 

（単位：機関） 

（単位：件・億円） 



 

参考１．協調融資スキームの例（創業分野） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

参考２．公庫と民間金融機関の融資商品を組み合わせた新商品の創設事例 

 
構築時期 金融機関名 新商品名 分野 

26年 4月 桑名信用金庫 ブリッジ 複数分野 

26年 5月 京都信用金庫 公庫から、はじまる 創業 

26年 7月 宇和島信用金庫 うわしん・公庫サポートローン 複数分野 

26年 8月 枚方信用金庫 ひらしん・公庫創業支援連携融資 創業 

26年 10月 東京都民銀行 Ｌａｄｙ Ｇｏ！ 
中小企業 

（女性活躍） 

26年 10月 大和信用金庫 やましん・公庫 創業サポート融資 創業 

26年 11月 奈良信用金庫 ならしん・公庫 創業サポート融資 創業 

27年 1月 金沢信用金庫 なでしこ輝き 
中小企業 

（女性活躍） 

 
 

 

 

Ａ金融機関 協調融資スキームの構築 

＜対象者＞ 

◇創業(予定)者 

＜具体的な紹介ルール等＞ 

◇連携窓口を活用したお客さまの紹介・情報共有 

◇お客さまの負担の軽減を目的とした、提出資料や調査内容の共有化 

◇融資に関する両機関での協議の実施 

◇両機関の商品を組み合わせた新商品の創設 

日本公庫 

 
協調融資までの流れ 

お客さま 

①融資申込 ④協調融資 

連携（紹介・協議） 

Ａ金融機関 日本公庫 

②お客さまの紹介 

③融資協議 

 
新商品の創設（創業分野） 

  Ａ金融機関・公庫提携 

  創業サポートローン 

Ａ金融機関 日本公庫 

プロパー融資商品 「新規開業資金」 

商品名 



 

参考３.協調融資の事例 

 

企業名 
青村鍼灸整骨院 

田村 直 
所在地 京都府 業種 整体業 

連携金融

機関 
京都信用金庫 

日本公庫の

支援分野 
創業 

取組みの

概要 

・整骨院、鍼灸院等で勤務してきた経験及び知識を活かして、京都市内の中心部で整骨院を

開業する計画。予防的な整骨を提案することで差別化を図るもの。 

・創業者が地元の京都信用金庫に相談。京都信用金庫が公庫との協調融資スキームを案内

し、両機関の融資制度を組み合わせた創業者向け融資商品「公庫から、はじまる」を活用し

て、協調融資を実行した。 

 

企業名 ショーレイフィット（株） 所在地 東京都 業種 製氷業 
連携金融

機関 
東京都民銀行 

日本公庫の

支援分野 
中小企業（女性活躍） 

取組みの

概要 

・日本公庫 東京支店「女性活躍推進地域委員会」と東京都民銀行の女性による企画・営業

推進チームが連携し、女性の更なる活躍を金融面からサポートしたいという思いから、代表

者が女性である法人、または役員の 3 割以上が女性であり女性を積極的に登用している法

人等を対象とした協調融資商品「Ｌａｄｙ Ｇｏ！」を創設。 

・当社に対し新商品が創設された旨案内したところ、「仕事で女性はまだ軽く見られがち。女

性向けの融資があるのは心強い」と本商品の利用を希望し、協調融資を実行した。 

・東京都民銀行からも、「公庫ととみん銀行が連携することで、女性の活躍を応援していきた

い。今後とも連携を強化していきましょう」とのコメントあり。 

 

企業名 
（株）ジャパンフードファク

トリー 
所在地 愛知県 業種 

野菜生産、食品卸・小

売 

連携金融

機関 
瀬戸信用金庫 

日本公庫の

支援分野 
農林漁業 

取組みの

概要 

契約農家から仕入れたこだわりの野菜や加工品をホテル・レストランに提供していたが、平

成 24 年より高品質な商品を安定供給することを目的とし、トマトの自社生産を行うため農業

参入し、新規就農者の受入れも積極的に行っている。 

・また、平成 25年に六次産業化・地産地消法に基づく「総合化事業計画」に係る認定を受け、

自社による新商品の製造・販売に向けた取組も行っている。 

当社はトマトの生産拡大を目的とした設備投資を瀬戸信用金庫と公庫に相談。瀬戸信用金

庫は公庫の農業支援に関するノウハウに着目し、平成２６年８月に締結した業務連携・協力

に関する覚書に基づく公庫との連携を希望。当該資金について協調融資を実行した。 

 


